
第８回
定時株主総会招集ご通知
2021年４月１日▶2022年３月31日

新型コロナウイルス感染症への対応について
①株主総会開催時点での新型コロナウイルス感染症の発生状
況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染
予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申
し上げます。
②ご来場なさらずに議決権を行使していただく方法として、
同封の議決権行使書面又はインターネット等によるご利用
もご検討をお願い申し上げます。
③会場では、運営スタッフのマスク着用やアルコール消毒液
の設置などの感染予防対策をさせていただく場合がござい
ます。
④会場受付にて非接触型体温計による検温のご協力をお願い
する場合がございます。37.5度以上の発熱が確認された場
合はご入場の制限などをさせていただきます。
⑤会場内にて体調不良とお見受けされる株主様には、運営ス
タッフよりお声がけさせていただく場合がございます。
⑥会場の座席は、従来よりも間隔を空けた配置とし、余裕を
もった着座を推奨させていただく場合がございます。
⑦今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる
場合は、下記のウェブサイト内においてお知らせいたしま
す。
http://ir.shinwa-jp.com/

日 時

場 所

2022年６月24日（金曜日）
午前10時（受付開始 午前９時）

岐阜県大垣市万石二丁目31番地
大垣フォーラムホテル
２階 旭の間
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

※株主総会にご出席の株主様へのお土産の贈呈は取
り止めております。
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

証券コード：3447
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Our Mission
私たちの理念

私たちは、製品・サービスを通じて
大切な「命」を守ります。

私たちは、社員のやる気を応援し、
「夢と未来」の実現を支えます。

Our Vision
私たちの目標

私たちは、お客様から信頼される
企業を目指します。

私たちは、お客様とともに
成長を続けます。
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証券コード3447
2022年６月８日

株 主 各 位
岐阜県海津市平田町仏師川字村中30番７

信和株式会社
代表取締役社長 則 武 栗 夫

第８回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第８回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、当日のご出席に代えて、書面又はインタ

ーネット等によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書
類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

[書面による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月23日（木曜日）

午後５時までに到着するようご返送ください。
[電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合]
３～４頁の「電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて」をご参

照のうえ、2022年６月23日（木曜日）午後５時までに、各議案についての賛否をご入力くださ
い。

敬 具
記

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
２．場 所 岐阜県大垣市万石二丁目31番地

大垣フォーラムホテル ２階 旭の間
末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。

３．目的事項 報告事項
１．第８期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類並びに計算書類の内容報告の件

２．会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）に対す

る譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
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４．招集にあたっての決定事項
（1）議決権行使書用紙において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたも

のとしてお取り扱いいたします。
（2）議決権の重複行使について

①インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。
②インターネット等と議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、インターネッ
ト等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

（3）当日代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株主様１名に委任するこ
とができます。この場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する
書面をご提出ください。

５．その他本招集ご通知に関する事項
本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「業務の適正を確保するための体

制及び運用状況」、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び定款第17条の規定に基づき、下記の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。したがって、本株主総会招集ご
通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査した書
類の一部であります。
株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（http://ir.shinwa-jp.com/）に掲載させていただきます。
以 上
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スマート
フォンを
ご利用の方

パソコンを
ご利用の方

行使期限に
ご注意ください

最後に行使
されたものが有効

インターネット
議決権を優先

アクセス
費用のご負担

インターネットによる
議決権行使に関する
お問い合せ

三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート専用ダイヤル
電話０１２０－６５２－０３１（フリーダイヤル）
［受付時間９：００～２１：００］

電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて
１．インターネットをご利用される皆様へ

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイト
ログインQRコード」を読み取りいただくことにより、スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトから議決権を行使できます。
詳しくは、次頁及び同封の「スマート行使の使い方」リーフレットをご覧ください。

パソコンからの議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト
（https://www.web54.net）をご利用いただくことによってのみ可能です。
上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

インターネットによる議決権行使は、株主総会参考書類をご検討いただき、2022
年６月23日（木曜日）午後５時までに行使されますようお願いいたします。

インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを
有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

インターネットと議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、インター
ネットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用は、株主様のご負担となりま
すのでご了承ください。

２．機関投資家の皆様へ
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、議決権行使プラットフォーム
のご利用を事前に申し込まれた場合には、当社の株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法とし
て、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。
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QRコードを読み取る方法「スマート行使」による議決権行使について

スマートフォン用議決権行使の方法

専用の「QRコード」をスマートフォンまたはタブレット端末で読み取って、議決権行使を簡単に行えます。

ステップ1
同封の議決権行使書用紙の右下「ス
マートフォン用議決権行使ウェブサイ
トログインQRコード」をスマートフォ
ンかタブレット端末で読み取ります。

ステップ2

表示されたURLを開くと議決
権行使ウェブサイト画面が開
きます。議決権行使方法は2つ
あります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

して行使が完了します。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

確認画面で問題なければ「こ
の内容で行使する」ボタンを押

ステップ3 ステップ4
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す

る改正規定が2022年９月１日に施行されます。これに伴い、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置をとる旨の規定及び書面交付請求をした株主の皆様に交付す
る書面に記載する事項の範囲を限定するための規定を新設し、株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供の規定を削除するとともに、効力発生日等に関する附則を設ける
ものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第３章 株主総会
(株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供)

<削除>

第17条 当会社は、株主総会の招集に際し、
株主総会参考書類、事業報告、計算書
類および連結計算書類に記載または表
示をすべき事項に係る情報を、法務省
令に定めるところに従いインターネッ
トを利用する方法で開示することによ
り、株主に対して提供したものとみな
すことができる。

<新設> (電子提供措置等)
第17条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報
について、電子提供措置をとるものと
する。
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現 行 定 款 変 更 案
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項の

うち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、議決権の基準日まで
に書面交付請求した株主に対して交付
する書面に記載しないことができる。

<新設> 附則
(株主総会参考書類等の電子提供に関する経過
措置)
第２条 定款第17条の削除及び新設は、会社

法の一部を改正する法律（令和元年法
律第70号）附則第１条ただし書きに
規定する改正規定の施行の日(以下
「施行日」という)から効力を生ずるも
のとする。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日から
６か月以内の日を株主総会の日とする
株主総会については、変更前定款第
17条はなお効力を有する。

３ 本附則は、施行日から６か月を経過し
た日または前項の株主総会の日から３
か月を経過した日のいずれか遅い日後
にこれを削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の選任をお願いいたしたいと存じま
す。
また、当社は下記のとおり取締役の指名手続き及び指名基準を定めており、指名報酬委員会に

おいて取締役候補者全員は、資格要件を満たしていることを確認しております。また、監査等委
員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を評価したうえで、当
社の取締役として適任であると判断しております。
なお、本議案が原案どおり承認可決されますと、当社の取締役７名の構成は、社内取締役３

名、社外取締役は４名（うち独立役員４名）となり、男性取締役６名、女性取締役１名となりま
す。

取締役候補者 指名基準
1. 指名の手続き
当社は独立社外取締役４名と代表取締役１名で構成される指名報酬委員会を設置しておりま

す。
指名報酬委員会において、下記の選任基準及び独立性判断基準に基づき、取締役候補者を審議

した後、監査等委員会の同意を得て取締役会で決定し、選出する仕組みを構築しております。

2. 社内取締役の選任基準
（1）当社の歴史・風土・文化を理解し、信和イズムを踏襲する優れたビジネス感覚・経営判断

能力を有する者
（2）当社グループの業務に関する専門知識を有し、先見性、構想力、決断力、求心力、指導力

に優れている者
（3）取締役としてふさわしい人間性と倫理観を有する者
（4）社内取締役としての職務を遂行するにあたり健康上の支障がない者

2022年05月24日 14時04分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 8 ―

3. 社外取締役の選任基準
（1）経営、経理・財務、法律、行政、社会文化等の専門分野に関する知見を有し、当該専門分

野で相応の実績を挙げている者
（2）取締役としてふさわしい人間性と倫理観を有する者
（3）社外取締役としての職務遂行にあたり、他の職務との兼務が適正であり支障とならない者
（4）社外取締役としての職務を遂行するにあたり、健康上の支障がない者

4. 社外取締役の独立性判断基準
（1）当社取締役会が、当社における社外取締役が独立性を有すると認定するには、当該社外取

締役が以下のいずれにも該当することなく、当社の経営陣から独立した中立の存在でなけ
ればならない。（以下、独立性を有すると認定する社外取締役を「独立役員」という。）
① 当社グループの業務執行を担当する者
② 当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者
③ 当社グループの主要な取引先又はその業務執行者
④ 当社の総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者又はその業務執
行者

⑤ 当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者又はそ
の業務執行者

⑥ 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、
公認会計士等の会計専門家、弁護士等の法律専門家

⑦ 当社の法定監査を行う監査法人に所属する者
⑧ 当社グループの業務執行者が現在又は過去３年以内に他の会社において社外役員に就い
ている又は就いていた場合における当該他の会社の業務執行者

⑨ 下記に掲げる者の近親者
(a)上記①から⑧までに掲げる者
(b)当社グループの重要な業務執行者
(c)過去３年間において、上記(b)に該当していたもの

（2）前条に定める要件のほか、独立役員は、独立した社外取締役としての職務を果たせないと
合理的に判断される事情を有してはならない。

（3）独立役員は、本基準に定める独立性を退任まで維持するように努め、本基準に定める独立
性を有しないこととなった場合には、直ちに当社に告知するものとする。

2022年05月24日 14時04分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 9 ―

社内取締役
社外取締役

《社外取締役の割合》

社内取締役 社外取締役

男性
６名

１名

86%

14%

女性

３名
43%

４名
57%

《女性取締役の割合》

男性 女性

■選任後の取締役会の構成
氏 名 当社における地位 属 性 第８期の取締役会

への出席状況

山 田 博 代表取締役会長 再任 100％
（21回／21回）

則 武 栗 夫 代表取締役社長
執行役員 営業本部長 再任 100％

（21回／21回）

平 野 真 一 専務取締役
執行役員 製造本部長 再任 100％

（21回／21回）

芹 澤 浩 社外取締役 再任・社外・独立 100％
（21回／21回）

伊 藤 佐 英 社外取締役（監査等委員） 社外・独立 100％
（21回／21回）

谷 口 哲 一 社外取締役（監査等委員） 社外・独立 100％
（21回／21回）

阿知波 知 子 社外取締役（監査等委員） 社外・独立・女性 100％
（21回／21回）

（注）1．取締役候補者の地位は、招集ご通知発送時のものです。
2．社外…社外取締役候補者 独立…東京証券取引所に届出予定の独立役員
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（ご参考）
取締役候補者の専門性と経験（スキル・マトリックス）
取締役候補者及び監査等委員の専門性と経験は、次のとおりであります。

氏名 役職 企 業
経 営

業 界
知 見

マーケティング
・ 営 業

製 造 ・
調 達

財 務 ・
会 計

人 事 ・
人材開発

法 務 ・
リスク管理

グローバル
経 験

E S G・
サステナビリティ

社
内
取
締
役

山 田 博 代表取締役会長 ● ● ● ● ● ● ●

則 武 栗 夫 代表取締役社長
執行役員 ● ● ● ● ● ● ● ●

平 野 真 一 専務取締役
執行役員 ● ● ● ●

社
外
取
締
役

芹 澤 浩 独立社外取締役 ● ● ● ● ● ●

伊 藤 佐 英 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

谷 口 哲 一 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

阿知波 知 子 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●
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取締役（監査等委員である取締役を除く）の候補者は次のとおりであります。
候補者番号

１
やま だ ひろし

山 田 博 （1952年９月28日生）所有する当社の株式数…………195,300株

再 任 [略歴、地位及び担当]
1979年８月 当社 入社
2003年12月 当社 代表取締役社長
2007年８月 信和サービス株式会社 取締役

2021年６月 当社 代表取締役会長（現任）

[重要な兼職の状況]
重要な兼職はございません。

取締役候補者とした理由
山田博氏は、2003年に当社の代表取締役社長に就任、2021年より当社の代表取締役会長を務めており、高い見地から
経営トップとして卓越した経営手腕を発揮してきました。同氏の幅広く深い知見と経験に裏打ちされたリーダーシップ
は、今後も当社グループの経営に不可欠であること、また、業界団体の要職を歴任し、豊富な人脈と経験をもって業界
の発展に貢献してきたという実績を踏まえ、当社のグループの更なる発展のために、引き続き取締役候補者といたしま
した。

候補者番号

２
のり たけ くり お

則 武 栗 夫 （1967年10月20日生）所有する当社の株式数……………99,200株

再 任 [略歴、地位及び担当]
1990年４月 株式会社ワキタ入社
1993年９月 光洋運輸株式会社入社
1997年７月 丸紅建設機械販売株式会社入社
2007年７月 当社 入社 営業部副部長兼大阪営業所長
2010年４月 当社 執行役員 営業本部長兼大阪支店長
2014年１月 信和サービス株式会社 取締役

2017年８月 当社 常務取締役 執行役員 営業本部長
2019年６月 当社 取締役 副社長 執行役員 営業

本部長
2019年11月 広東日信創富建築新材料有限公司 董事

長（現任）
2021年６月 当社 代表取締役社長 執行役員 営業

本部長（現任）

[重要な兼職の状況]
広東日信創富建築新材料有限公司 董事長

取締役候補者とした理由
則武栗夫氏は、2017年に当社の常務取締役に就任、2021年から当社の代表取締役社長を務めており、経営者としての
豊富な経験・実績・見識を有しております。当社グループ全体の持続的な企業価値向上に資する経営の牽引並びに取締
役会での重要な意思決定及び監督機能強化に寄与できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号

３
ひら の しん いち

平 野 真 一 （1963年９月４日生） 所有する当社の株式数……………99,200株

再 任 [略歴、地位及び担当]
1982年４月 シャープエンジニアリング株式会社

（現、シャープマーケティングジャパン
株式会社）入社

1984年９月 ソニー瑞浪株式会社（現、ソニーグロー
バルマニュファクチャリング＆オペレー
ションズ株式会社）入社

2004年４月 同社 オペレーションサービス部 統括
部長

2010年１月 上海索广映像有限公司 製造部統括部長

2013年12月 当社 入社 製造本部副本部長
2015年４月 当社 執行役員 製造本部長
2018年６月 当社 取締役 執行役員 製造本部長
2019年11月 広東日信創富建築新材料有限公司 董事

（現任）
2020年６月 当社 常務取締役 執行役員 製造本部

長
2021年６月 当社 専務取締役 執行役員 製造本部

長（現任）

[重要な兼職の状況]
広東日信創富建築新材料有限公司 董事

取締役候補者とした理由
平野真一氏は、略歴のとおり、製造本部の責任者として豊富な経験と実績を有しております。
今後も引き続き、取締役として当社グループ全体の経営に対して適切な監督を行い、持続的な成長と企業価値の向上に
寄与できる人材と判断したことから取締役候補者といたしました。
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候補者番号

４
せり ざわ ひろし

芹 澤 浩 （1951年12月26日生）所有する当社の株式数……………… －株

再 任

社 外

独 立

[略歴、地位及び担当]
1975年４月 阪和興業株式会社入社
2000年４月 同社 鋼板販売部長
2005年６月 同社 取締役
2010年４月 同社 常務取締役
2012年４月 同社 取締役専務執行役員

2015年４月 同社 取締役副社長執行役員
2017年４月 同社 代表取締役副社長執行役員
2019年６月 同社 顧問（現任）
2020年４月 当社 顧問
2020年６月 当社 社外取締役（現任）

[重要な兼職の状況]
重要な兼職はございません。

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
芹澤浩氏は、略歴のとおり、経営者として豊富な経験と当業界に対する幅広い知見を備えていることに加え、海外事業
等の分野における業務経験を有しており、他社の取締役の経験などから取締役会の審議において適宜助言や提言を行っ
ていただいております。また、企業経営に関する知識、経験を活かし、当社の企業成長に向けた経営に対する様々な助
言や意見が期待されることから社外取締役候補者といたしました。なお、選任後も引き続き指名報酬委員会の委員を委
嘱する予定です。
また、当社の定める独立性判断基準（８頁ご参照）を満たしていることから、社外取締役として独立した公正かつ客観
的な立場から経営監督機能を担っていただけると考えております。

■ 社外取締役候補者に関する特記事項
1．芹澤浩氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
2．当社は芹澤浩氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており再任が承認された場合、再度独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。

3．芹澤浩氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
4．当社は芹澤浩氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額
は、会社法第425条第１項の最低責任限度額としております。同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定
契約を継続する予定であります。

（注）1．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2．各候補者の所有する当社株式数は、2022年３月31日現在のものであります。
3．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を
負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契
約により填補することとしております。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。また、被保険者の保険料負担はありません。なお、2022年９月に同内容での更新を予
定しております。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を
除く）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額は、2017年８月29日開催の臨

時株主総会において、年額200百万円以内（うち、社外取締役分は20百万円とし、使用人分給
与は含まない）とご承認いただいております。
今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役

及び社外取締役を除く。以下「対象取締役」という）に当社の企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上
記の報酬枠とは別枠にて、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支
給することとしたいと存じます。
本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権

とし、その総額は、年額60百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）
といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会におい
て決定することといたします。
なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く）は４名（うち社外取締役１名）であり

ますが、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件」が原案どおり承
認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く）は４名（うち社外取締役１名）と
なります。
また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭債権の全部

を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これに
より発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年60,000株以内（ただし、本議案が承認可
決された日以降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む）又は株式併
合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調
整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する）といたします。
なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所に

おける当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の
終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲にお
いて、取締役会において決定します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分並びにそ
の現物出資財産としての金銭債権の支給に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容
を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という）を締結することを条件とします。
また、本議案における報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議
案に基づく対象取締役への譲渡制限付株式の付与の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取
締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針（なお、当該方針の内容は、本招集ご通知
28頁～29頁をご参照ください。）、その他諸般の事情を考慮して決定されており、相当であると
考えております。
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【本割当契約の内容の概要】
（１）譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より当社又は当社子会社の役職員の地位
のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した直後の時点までの間（以下「譲
渡制限期間」という）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」
という）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」
という）。

（２）退任又は退職時の取扱い
対象取締役が当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」という）の満了前
に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退
職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他の正当な理由がある場合
を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社子会社の役職員の地位

のうち当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につ
いて、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、①当該対象取締
役が正当な理由により、役務提供期間が満了する前に当社又は当社子会社の役職員の地位の
うち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した場合、又は、②当該対象取締役が
役務提供期間の満了後においても、譲渡制限期間の満了前に正当な理由以外の理由により、
当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職
した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に
応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の定めに従い譲渡制限が解除され
た直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得す
る。

（４）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併
契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する
事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要し
ない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議によ
り、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定
める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除す
る。また、当社は、上記に定める場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲
渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

以 上
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（添付書類）
事 業 報 告
（2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に関連する諸制限の発
出・解除が繰り返される中にありましたが、企業収益や雇用情勢、個人消費などは持ち直し
や底堅さが表れた分野も見られました。一方で、ロシアによるウクライナ侵攻により資源価
格の高騰に一層の拍車が掛かっているほか、サプライチェーンへの悪影響、金融資本市場の
変動等が顕在化しており、引き続き本情勢の趨勢、及び経済の下振れリスクに対しては予断
を許さない状態が続いております。

当社製品の主な供給先である建設業界におきましては、国土交通省「建設総合統計」によ
ると、2021年４月から2022年２月の建設投資総額は48.0兆円（前年同期比1.0％減）と足
踏み感はあるものの、民間を中心とした需要が見られました。このような経営環境の中、主
力製品であるくさび緊結式足場及び次世代足場を中心とした売上収益が堅調に推移いたしま
した。また物流機器部門においては、経済及び企業活動の回復に伴い、輸送機器及び大型倉
庫関連の需要が高まったことから売上収益が増加いたしました。
利益面におきましては、安全措置資材など付加価値の高い製品への需要が継続しつつ、仮

設資材の販売が回復したことに加え、物流機器では大手Ｅコマース企業向けの大型倉庫案件
が利益に寄与いたしました。一方、当社製品の主要な原材料である鋼材価格の上昇が想定を
上回って推移したことから、販売価格の見直しを行ったほか、コスト削減、支出抑制に取り
組みました。これらの結果、当連結会計年度の営業利益率は13.3％となりました。

以上の結果、当連結会計年度における売上収益は16,063百万円（前期比15.7％増）、営
業利益は2,135百万円（前期比15.3％増）、税引前利益は2,063百万円（前期比15.7％増）、
親会社の所有者に帰属する当期利益は1,452百万円（前期比17.9％増）となりました。
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13,885

17,081

《売上収益の推移（単位：百万円）》

第5期 第6期 第8期
（当連結会計年度）

17,512

第7期

くさび緊結式足場

46%

次世代足場
14%

その他の
仮設資材
17%

物流機器
23%

売上収益
160億63百万円

16,063

売上収益 （単位：百万円）

第7期

10,818

第8期

12,425

なお、当社グループは仮設資材及び物流機器の製造・販売事業の単一セグメントであるた
め、セグメントごとの記載はしておりませんが、事業部門別の業績は、次のとおりでありま
す。

①仮設資材部門
仮設資材部門は、主に戸建住宅などの低層から中層をタ
ーゲットにした「くさび緊結式足場」と、中層から高層の
大型施設や公共工事をターゲットにした「次世代足場」の
２つの製品群を展開しております。
当連結会計年度においては、建設工事の底堅さを背景に、
主力製品であるくさび緊結式足場及び次世代足場の需要が
堅調に推移いたしました。また、工事現場の安全性向上を
目的とした安全措置資材の需要は引き続き高い中、作業性
に優れる当社製品への引き合い及び販売が堅調に推移いた
しました。
これらの結果、仮設資材部門の売上収益は12,425百万円

（前期比14.9％増）となりました。

2022年05月24日 14時04分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 18 ―

売上収益 （単位：百万円）

第7期

3,066

第8期

3,637
②物流機器部門
物流機器部門は、建設業界のみならず、自動車や物流倉
庫など幅広い産業に向けて、オーダーメイドによる「運
ぶ・収納する」ソリューションを提供しております。
当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症
からの立ち直り基調が強まる中、各種産業の生産活動や物
流量の活発化が見られ、これらに関連する物流機器の需要
増加に繋がりました。また、一部ではサプライチェーンの
停滞により、追加の輸送機器の需要が生じました。さらに、
大手Ｅコマース向けの大型倉庫案件も堅調に推移いたしま
した。
これらの結果、物流機器部門の売上収益は3,637百万円

（前期比18.6％増）となりました。

（2）資金調達の状況
当連結会計年度において、運転資金への充当を目的として、取引金融機関より短期借入金
として、1,125百万円を調達いたしました。

（3）設備投資の状況
当社グループは、当連結会計年度中において、新機材センターに係る土地取得・造成、当

社土倉工場などで使用する冶具・金型、顧客貸出に使用するレンタル資産及び情報システム
の更新などに812百万円の設備投資を行いました。
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（4）財産及び損益の状況の推移
IFRS

第５期 第６期 第７期 第８期
（当連結会計年度）

2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

売 上 収 益（千円） 17,512,217 17,081,549 13,885,758 16,063,586

営 業 利 益（千円） 1,963,946 2,210,144 1,853,029 2,135,721
親会社の所有者に帰属
する当期利益（千円） 1,331,456 1,467,274 1,231,806 1,452,853
基 本 的 １ 株 当 た り
当 期 利 益（円） 96.44 104.85 87.42 105.36

資 産 合 計（千円） 21,172,457 21,620,530 22,236,842 22,515,684

資 本 合 計（千円） 12,859,007 13,788,051 14,443,121 15,158,581

（5）対処すべき課題
当社グループは、2021年12月に2022年３月期から2026年３月期までの５カ年を実行

期間とする「中期経営計画」を策定・公表いたしました。次期は当該計画の２年目となり、
各事業部門の施策を着実に実行するとともに、躍進分野に注力し、2026年３月期の目標達
成に向け取り組んでまいります。
足元では、ロシアによるウクライナ侵攻等による資源価格の更なる高騰、新型コロナウイ

ルス感染症によるサプライチェーンへの影響、金融資本市場の変動等が懸念されます。特に
当社製品の主要な原材料であります鋼材の価格は、当面の間は価格上昇が継続するものと見
られることから、収益面に大きな影響を与えることが想定されます。次期も引き続き、価格
改定など、収益性の確保の取り組みを継続する他、以下の課題に取り組んでまいります。

①当社グループ全社員の活力の創出
当社グループは、経営理念（Our Mission）として『私たちは、社員のやる気を応援

し、「夢と未来」の実現を支えます。』を掲げております。また、当社グループが持続的な
成長を果たすためには、社員が夢を描き、その実現に向かって、持てる力を存分に発揮で
きることが重要だと考えております。
その実現のために、当社グループは社員の働き甲斐を高め、社員の活力の創出に資する

よう、人事評価の透明性を図り、成果や情報の共有を図るインフラの整備を行うととも
に、業務の効率化やコミュニケーションの活性化を推進するIT投資、ブランディングを通
じた意識・意欲の高揚など、多様な人材が能力を最大限に発揮できる職場環境の整備など
を推進してまいります。
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②優秀な人材の確保と育成
当社グループが持続的な成長を果たすためには、優秀な人材を確保し育成することが不

可欠であると考えております。
当社グループでは、積極的な採用活動を一層推し進め、製品開発力の強化や営業力の強

化、内部管理体制の強化等に資する優秀な人材を確保してまいります。
また、成長を促す仕組みづくりに取り組み、社内外の研修体制の整備、人材管理体制の

構築、外部ノウハウの活用等を推進してまいります。

③コーポレート・ガバナンスの強化
当社グループは、コンプライアンスの方針・体制・運営方法を定め、企業の社会的責任

を深く自覚するとともに日常の業務遂行において関係諸法令を遵守し、社会倫理に適合し
た行動を実践することが、継続的な企業価値の向上につながると考えております。
全てのステークホルダーを尊重し、企業の健全性、透明性を高めるとともに、長期的か

つ安定的な株主価値の向上に努めるため、迅速で合理的な意思決定体制及び業務執行の効
率化を可能とする社内体制を構築し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまい
ります。
また、子会社においても管理体制を強化し、当社グループ全体でのガバナンスの強化を

推進してまいります。

④製品品質の更なる向上
当社製品が顧客に選ばれ続けるための基盤は、製品品質の維持・向上にあるものと考え

ております。
製造人員、製造設備、製造方法等の変更時などの変化点における特に重点的な品質確認

を実施するほか、過去に発生した品質問題を毎日のミーティング時に振り返り、対応策の
継続確認や更なる対策の検討を行うことで、同じ問題を繰り返さない体制をさらに強化し
てまいります。
また、製品自体の品質確認のみならず、製造設備の造り込みやメンテナンスの定期化等

の確認、検出された不具合の速やかな情報展開・情報共有を通じ、品質に問題のある個体
を造らせない活動も行ってまいります。

⑤コストダウンの推進
当社グループの製造・調達部門においては、従来からの手法をそのまま踏襲し続けるの

ではなく、常に改善点を模索し、コストダウンを実践しております。
その範囲は、工程短縮だけにとどまらず、設備のランニングコスト、検査コストなど幅

広い視点から、様々なコストダウン活動の積み重ねにより大きな効果を目指すものであり
ます。材料調達においても、歩留まり向上を意図した適切なサイズの材料発注や複数社購
買の推進などに注力することで、仕入れコスト低減に努めてまいります。
これらの活動は定期的にレビューし、取り組みの効果や方向性などを確認しつつ、コス

トダウンに対する不変的な姿勢としての定着を図ってまいります。
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（6）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社グループは、当社及び連結子会社１社で構成されており、主として次の事業を行って

おります。

①くさび緊結式足場資材及び一般仮設資材の開発・製造・販売・リース・レンタル並びにく
さび緊結式足場の架け払し工事の設計・施工・請負

②物流機器の開発・製造・販売

（7）主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）
①当社
営 業 所：本 社 岐阜県海津市

東京支店 東京都千代田区
大阪支店 大阪府吹田市
福岡支店 福岡県糟屋郡宇美町
長崎支店 長崎県諫早市
名古屋オフィス 愛知県名古屋市
幸手事務所 埼玉県幸手市

レンタルヤード：土倉機材センター 岐阜県海津市
杉戸機材センター 埼玉県北葛飾郡杉戸町
横浜機材センター 神奈川県横浜市
関西機材センター 大阪府池田市
熊本機材センター 熊本県熊本市

工 場：土倉工場 岐阜県海津市

②子会社
広東日信創富建築新材料有限公司
本社・生産拠点：中華人民共和国、広東省佛山市
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東京支店

大阪支店

熊本機材センター

杉戸機材センター

本社 土倉工場・土倉機材センター

幸手事務所

営業拠点
生産拠点・機材センター

名古屋オフィス
横浜機材センター

関西機材センター

＜拠点分布＞

長崎支店

福岡支店

広東日信創富建築新材料有限公司
（広東省佛山市）
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40.3

8.6

3.8

歳

年

％

25.1％

平均年齢（正社員）

平均勤続年数（正社員）

管理職に占める女性の割合（正社員）

従業員に占める女性の割合（正社員）

有休取得の推移
１人当たりの有休取得日数

（日） （％）

（年度）

20

66.7 60.6
9.69.8
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0

有給休暇取得率

20202019 2021

66.3

11.1

（8）従業員の状況（2022年３月31日現在）
①企業集団の従業員の状況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

144名 ４名減
（注）従業員数は就業人員（当社グループ外への出向者を除き、当社グループへの出向者を含む）であり、契約

社員、嘱託社員及びパート社員を含んでおりません。

②当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

143名 ４名減 40.3歳 8.6年
（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、契約社

員、嘱託社員及びパート社員は当事業年度の平均28名を含んでおりません。

（9）重要な子会社の状況（2022年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

人民元 ％
広東日信創富建築新材料有限公司 6,250,000 51 建設用仮設資材の輸入・製造・販売
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（10）主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,569百万円
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 1,000百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 540百万円
株 式 会 社 新 生 銀 行 480百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 420百万円
株 式 会 社 十 六 銀 行 300百万円

２．会社の株式に関する事項
（1）発 行 可 能 株 式 総 数 55,153,600株
（2）発 行 済 株 式 の 総 数 14,103,000株
（3）株 主 数 12,874名
（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,686,700株 12.1％
株 式会社日本カストディ銀行（信託口） 752,300株 5.4％
ア ル イ ン コ 株 式 会 社 689,400株 4.9％
阪 和 興 業 株 式 会 社 689,400株 4.9％
ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 357,400株 2.5％
ＲＥ ＦＵＮＤ １０７－ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ 274,400株 1.9％
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 222,000株 1.5％
山 田 博 195,300株 1.4％
ク レ デ ィ ・ ス イ ス 証 券 株 式 会 社 194,800株 1.4％
中 山 通 商 株 式 会 社 137,900株 0.9％
株 式 会 社 ヤ グ ミ 137,900株 0.9％
（注）当社は、自己株式207,234株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は自己株式を控除して計算しております。
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個人その他
49.04％外国法人等

10.24％

その他の法人
16.49％

金融機関取引業者
4.28％

金融機関
18.48％

所有者別
株式分布状況

自己名義株式
1.47％

（5）株式分布状況

区 分
株式の状況（１単元の株式数100株） 単 元 未 満

株式の状況金 融 機 関 金 融 機 関取 引 業 者
そ の 他 の
法 人 外国法人等

個 人
そ の 他

自 己 名 義
株 式 計

株主数（名） 13 28 132 82 11,816 1 12,072 －

所有株式数
（単元） 26,049 6,039 23,246 14,439 69,067 2,072 140,912 11,800株

割合（％） 18.48 4.28 16.49 10.24 49.04 1.47 100.00 －
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の状況（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 山 田 博

代表取締役社長 則 武 栗 夫 執行役員 営業本部長
広東日信創富建築新材料有限公司 董事長

専 務 取 締 役 平 野 真 一 執行役員 製造本部長
広東日信創富建築新材料有限公司 董事

取 締 役 芹 澤 浩
取 締 役
（監査等委員） 伊 藤 佐 英
取 締 役
（監査等委員） 谷 口 哲 一 谷口法律事務所 代表弁護士

株式会社コンヴァノ 社外監査役
取 締 役
（監査等委員） 阿知波 知 子

あちわ社会保険労務士事務所 代表
あちわ行政書士事務所 代表
東海ソフト株式会社 監査等委員（非常勤）

（注）1．監査等委員である取締役 谷口哲一氏は弁護士、阿知波知子氏は公認会計士として、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

2．取締役芹澤浩氏、伊藤佐英氏、谷口哲一氏及び阿知波知子氏は、社外取締役であります。
3．当社は芹澤浩氏、伊藤佐英氏、谷口哲一氏及び阿知波知子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

4．監査等委員会の補助機関（監査等委員会室等）が情報収集を行っているため、監査の実効性を確保し
ていることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

5．当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）の全員は、職務の遂行にあたり期待される役割
を十分に発揮することを目的として、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
が規定する額としております。

（2）事業年度中に就任した取締役
該当事項はありません。

（3）事業年度中に退任した取締役
該当事項はありません。
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（4）取締役の報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
ⅰ）当該方針の決定方法
当社は当該方針を決定するに当たり、任意に設置した指名報酬委員会の答申を得て、
取締役会において決定しております。

ⅱ）役員報酬に対する基本的な考え方
当社は当社の取締役の報酬制度を「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え
方に基づき、中長期的グループ企業価値の継続的向上と持続的成長の実現のために、
適切なリスクテイクを行うための仕組み」と位置付け、以下の点に基づき、構築・運
用するものとしております。
◇ 株主をはじめとするステークホルダーに対して説明責任を果たせる、「透明性」「公
正性」「合理性」の高い報酬制度とする。

◇ 持続的かつ中長期的な企業価値の向上を動機づけるため、中長期的な企業価値と連
動する報酬制度とする。

◇ 株主からの負託に応えるとともに、信和イズムの継承と経営理念を実現できる優秀
な人材を登用し、リテンションできる報酬制度とする。

ⅲ）報酬水準
役員報酬の水準については、外部調査機関による客観的な役員報酬調査データに基づ
き、上場企業の中央値、同業（製造業・金属）、同規模（時価総額、事業規模等）、他
業種の役員報酬水準と毎年比較検証を行い決定します。

ⅳ）報酬構成
（1）社内取締役
①構成内容
報酬構成は、次のとおりとします。
1）役位に応じた月例の「基本報酬」（金銭報酬）を支給するものとします。
2）短期の企業価値向上を動機づけるインセンティブとして、事業年度ごとの業績
達成率等に連動する月例の「業績連動報酬」（金銭報酬）を支給するものとしま
す。

3）株主と価値を共有し、中長期の企業価値向上を動機づけるインセンティブとし
て「株式関連報酬」を支給するものとします。支給時期については、取締役会
にて決定します。

②報酬構成の割合
構成割合は、下記の基準に基づき指名報酬委員会で審議します。
1）基本報酬と業績連動報酬の割合は、６：４とします。
2）業績連動報酬のうち、金銭報酬と株式関連報酬の割合は、６：４とします。
③業績連動報酬の算出基準
業績連動報酬の算出は、下記の基準に基づき指名報酬委員会で審議します。
1）【短期インセンティブ報酬】＝【業績連動報酬（金銭報酬）】
＝【基本報酬】×【短期業績連動金銭報酬割合】×【業績目標達成率】
※ 業績目標達成率は、単年度の営業利益（連結IFRS基準）の達成率としま
す。
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（2）社外取締役
①構成内容
報酬構成は、次のとおりとします。
1）役位に応じた「基本報酬」（金銭報酬）のみとします。
2）インセンティブ報酬となる「業績連動報酬」や「株式関連報酬」は支給しない
ものとします。

②報酬構成の割合
社外取締役の報酬は、基本報酬のみとし、業績と連動したインセンティブ報酬は設
けておりません。

ⅴ）当該事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の個
人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名報酬委員会が原案について
決定方針に基づき多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊
重し決定方針に沿うものであると判断しております。

②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2017年８月29日開催の臨

時株主総会決議において年額200百万円以内（うち、社外取締役分は20百万円以内とし、
使用人分給与は含まない）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締
役の員数は６名（うち、社外取締役は４名）です。
また、取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年８月29日開催の臨時株主総会決

議において年額30百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の
取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３名）です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項
ⅰ）指名報酬委員会
当社においては、取締役の報酬の決定に関する手続きの客観性及び透明性を確保する
こと等を目的として、独立社外取締役４名と代表取締役１名で構成する指名報酬委員
会を設置し、取締役の個人別の報酬を審議しております。

ⅱ）報酬の決定方法
取締役の報酬額は、指名報酬委員会において、職位別の基準報酬額に基づき、各取締
役の役割、貢献度、当社グループ業績の評価及び業績目標達成度の審議を行い、その
結果を取締役会に対して答申します。取締役会は当該答申に基づき最終的に決定しま
す。なお、監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員会において決定します。
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④取締役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の額
（千円）

報酬などの種類別の総額（千円） 対象となる
役員の
員数（名）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

108,228
（4,700）

66,816
（4,700）

41,411
（－）

－
（－）

4
（1）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

12,163
（12,163）

12,163
（12,163）

－
（－）

－
（－）

3
（3）

（注）1．業績連動報酬の算出の基礎として選定した業績指標は、単年度の営業利益（連結IFRS基準）としてお
ります。また、当該業績指標を選定した理由は、経営の成果を表す指標として客観性があり、投資家
その他の利害関係者からも理解を得られやすい指標と判断したためであります。

2．当事業年度を含む営業利益（選定した業績指標）の推移は、1.（4）財産及び損益の状況の推移に記
載のとおりです。

3．当事業年度末現在の取締役（監査等委員を除く）は４名（うち社外取締役１名）であります。
4．当事業年度末現在の取締役（監査等委員）は３名（うち社外取締役３名）であります。

（5）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は保険会社との間で取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結して

おります。保険料特約部分も含め当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担
はありません。
当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を負うこと、又

は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補す
ることとされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して
生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
当該保険契約には免責額が設けており、当該免責額までの損害については填補の対象とし

ないこととされています。
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（6）社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係（2022年３月31日現在）
区 分 氏 名 兼職先 兼職の内容
取締役

（監査等委員） 谷 口 哲 一 谷口法律事務所 代 表 弁 護 士
株式会社コンヴァノ 社 外 監 査 役

取締役
（監査等委員） 阿知波 知 子

あちわ社会保険労務士事務所 代 表
あちわ行政書士事務所 代 表
東海ソフト株式会社 監査等委員（非常勤）

（注）当社は上記の法人等との間には特別な関係はありません。

②社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 芹 澤 浩
主に上場会社の取締役を歴任した豊富な経験に基づく
見地及び独立した客観的立場から、取締役会等の場に
おいて、審議に積極的に参画するとともに、経営全体
を俯瞰し、本質的な課題やリスクを把握したうえでの
助言・提言等、当社グループの企業価値向上に資する
発言を積極的に行っております。また、指名報酬委員
として審議に参画しております。

取締役会 21回／21回（100％）
指名報酬委員会 ４回／４回（100％）

取 締 役
（監査等委員） 伊 藤 佐 英

主に上場会社の監査役を歴任した豊富な経験に基づく
見地及び独立した客観的立場から、取締役会等の場に
おいて、審議に積極的に参画するとともに、意思決定
の適正性を確保するため必要な発言を行っておりま
す。また、指名報酬委員長として審議の充実等に主導
的な役割を果たしております。さらに、監査等委員と
して、豊富な知見・客観的な観点から監査体制の強化
に推進するほか、会計監査人と定期的な会合や当社の
内部監査部門との連携によりコーポレート・ガバナン
スの一層の向上に向けた重要な役割を担っておりま
す。

取締役会 21回／21回（100％）
監査等委員会 13回／13回（100％）
指名報酬委員会 ４回／４回（100％）
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区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員） 谷 口 哲 一

主に弁護士としての豊富な経験に基づく見地及び独立
した客観的立場から、取締役会等の場において経営
上・事業上のリスク等に関する事項について指摘や提
言をするなど、意思決定の適正性を確保するため必要
な発言を行っております。また、監査等委員として、
豊富な知見・客観的な観点から監査体制の強化に推進
するほか、指名報酬委員として審議に参画しておりま
す。

取締役会 21回／21回（100％）
監査等委員会 13回／13回（100％）
指名報酬委員会 ４回／４回（100％）

取 締 役
（監査等委員） 阿知波 知 子

主に公認会計士としての豊富な経験に基づく見地及び
独立した客観的立場から、取締役会等の場において当
社が抱える主として財務上のリスクへの対応について
指摘をするなど、意思決定の適正性を確保するために
必要な発言を行っております。また、監査等委員とし
て、豊富な知見・客観的な観点から監査体制の強化に
推進するほか、指名報酬委員として審議に参画してお
ります。

取締役会 21回／21回（100％）
監査等委員会 13回／13回（100％）
指名報酬委員会 ４回／４回（100％）
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 28百万円
②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 28百万円

（注）1．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等を確認し、検証した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っており
ます。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）子会社の監査に関する事項
当社の子会社である広東日信創富建築新材料有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法

人による監査を受けております。

（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合、必

要に応じて、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性、その他の評価基
準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障があると判断されるなど、会計監
査人の変更が必要と認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

（6）責任限定契約の内容の概要
当社は2015年６月29日開催の定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の責任限定契約

に関する規定を設けております。
当該定款に基づき当社が会計監査人と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりで

あります。
会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うに

つき善意でありかつ重大な過失がないときは、980万円又は会社法第425条第１項に定める
最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担するものとしておりま
す。

2022年05月24日 14時04分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 34 ―

６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループでは、株主の皆様に対する利益還元を経営上重要な課題の１つとして位置付け

ております。

①基本方針
当社は将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留

保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主への利益還元を行うことを基本方針とし配当
性向40％以上を目標に実施してまいります。

②配当回数と決定機関
当社の剰余金の配当は年１回の期末配当を基本方針としており、剰余金の配当等会社法

第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締
役会の決議によって定める旨、定款で定めております。また、状況により会社法第454条
第５項の規定に定める中間配当を行えることを定款に定めており、この中間配当の決定機
関は取締役会であります。

③内部留保資金の使途
内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るとともに、一層の事業拡大を目指

すための設備投資や人材育成など、有効な投資資金として活用し、企業価値の向上に努め
る考えであります。

当期につきましては、2022年５月13日開催の取締役会において、剰余金の処分に関する決
議をし、当期の期末配当金につきましては、１株当たり43円とさせていただきました。その
結果、配当性向は40.8％となっております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結財政状態計算書
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 流 動 負 債
現 金 及 び 現 金 同 等 物 3,460,569 営業債務及びその他の債務 1,192,304
営業債権及びその他の債権 2,759,028 借 入 金 1,622,952
棚 卸 資 産 2,467,765 未 払 法 人 所 得 税 416,686
そ の 他 の 流 動 資 産 393,795 そ の 他 の 金 融 負 債 125,254
流 動 資 産 合 計 9,081,159 そ の 他 の 流 動 負 債 195,211

流 動 負 債 合 計 3,552,409
非 流 動 資 産
有 形 固 定 資 産 2,450,806 非 流 動 負 債
使 用 権 資 産 324,090 借 入 金 3,234,979
の れ ん 9,221,769 引 当 金 45,520
無 形 資 産 1,371,800 そ の 他 の 金 融 負 債 237,062
そ の 他 の 金 融 資 産 55,942 繰 延 税 金 負 債 283,230
そ の 他 の 非 流 動 資 産 10,115 そ の 他 の 非 流 動 負 債 3,900
非 流 動 資 産 合 計 13,434,524 非 流 動 負 債 合 計 3,804,693

負 債 合 計 7,357,103
（資本の部）

資 本 金 153,576
資 本 剰 余 金 6,919,802
利 益 剰 余 金 8,211,397
自 己 株 式 △163,101
その他の資本の構成要素 9,065
親会社の所有者に帰属する持分合計 15,130,740
非 支 配 持 分 27,840
資 本 合 計 15,158,581

資 産 合 計 22,515,684 負 債 ・ 資 本 合 計 22,515,684
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 収 益 16,063,586
売 上 原 価 △11,941,382
売 上 総 利 益 4,122,203

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △1,978,843
そ の 他 の 収 益 24,722
そ の 他 の 費 用 △32,361
営 業 利 益 2,135,721

金 融 収 益 503
金 融 費 用 △72,454
税 引 前 利 益 2,063,770
法 人 所 得 税 費 用 △651,882
当 期 利 益 1,411,887

当 期 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 1,452,853
非 支 配 持 分 △40,966
当 期 利 益 1,411,887

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結持分変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式

2021年４月１日残高 153,576 6,969,569 7,252,148 －
当期利益 － － 1,452,853 －
その他の包括利益 － － － －
当期包括利益合計 － － 1,452,853 －
自己株式の取得 － － － △299,267
自己株式の処分（新株予約権の行使） － △49,766 － 136,166
配当金 － － △493,605 －
所有者との取引額等合計 － △49,766 △493,605 △163,101
2022年３月31日残高 153,576 6,919,802 8,211,397 △163,101

その他の資本の構成要素 親会社の
所有者に帰属
する持分合計

非支配持分 資本合計その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

在外営業
活動体の
外貨換算差額

その他の
資本の構成
要素合計

2021年４月１日残高 － 4,010 4,010 14,379,305 63,816 14,443,121
当期利益 － － － 1,452,853 △40,966 1,411,887
その他の包括利益 △138 5,193 5,055 5,055 4,989 10,045
当期包括利益合計 △138 5,193 5,055 1,457,908 △35,976 1,421,932
自己株式の取得 － － － △299,267 － △299,267
自己株式の処分（新株予約権の行使） － － － 86,400 － 86,400
配当金 － － － △493,605 － △493,605
所有者との取引額等合計 － － － △706,472 － △706,472
2022年３月31日残高 △138 9,203 9,065 15,130,740 27,840 15,158,581
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 8,861,543 流 動 負 債 3,279,089
現 金 及 び 預 金 3,412,027 買 掛 金 777,997
受 取 手 形 269,761 短 期 借 入 金 1,000,000
電 子 記 録 債 権 293,686 １年内返済予定の長期借入金 500,000
売 掛 金 2,151,576 リ ー ス 債 務 8,810
商 品 及 び 製 品 1,306,861 未 払 金 319,347
仕 掛 品 440,029 未 払 費 用 64,384
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 711,395 未 払 法 人 税 等 416,686
前 払 費 用 28,645 賞 与 引 当 金 115,792
未 収 入 金 161,723 そ の 他 76,070
そ の 他 92,026
貸 倒 引 当 金 △6,190 固 定 負 債 3,456,520

固 定 資 産 9,319,471 長 期 借 入 金 3,250,000
有 形 固 定 資 産 1,915,065 リ ー ス 債 務 20,590
建 物 317,291 資 産 除 去 債 務 40,499
構 築 物 68,747 繰 延 税 金 負 債 141,530
機 械 及 び 装 置 142,535 そ の 他 3,900
車 両 運 搬 具 4,576 負 債 合 計 6,735,609
工具、器具及び備品 74,567 （純資産の部）
土 地 1,277,347 株 主 資 本 11,445,542
リ ー ス 資 産 25,427 資 本 金 153,576
建 設 仮 勘 定 4,570 資 本 剰 余 金 6,786,603
無 形 固 定 資 産 6,852,619 資 本 準 備 金 53,576
の れ ん 5,911,390 そ の 他 資 本 剰 余 金 6,733,026
商 標 権 769,375 利 益 剰 余 金 4,668,463
ソ フ ト ウ エ ア 22,869 利 益 準 備 金 25,000
そ の 他 148,985 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,643,463
投 資 そ の 他 の 資 産 551,786 繰 越 利 益 剰 余 金 4,643,463
投 資 有 価 証 券 5,740 自 己 株 式 △163,101
関 係 会 社 出 資 金 50,337
破 産 更 生 債 権 等 87 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △138
長 期 前 払 費 用 458,282 その他有価証券評価差額金 △138
長 期 未 収 入 金 15,318
そ の 他 43,763 新 株 予 約 権 1
貸 倒 引 当 金 △21,744 純 資 産 合 計 11,445,405
資 産 合 計 18,181,015 負債・純資産合計 18,181,015

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,920,006
売 上 原 価 11,797,434
売 上 総 利 益 4,122,571

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,453,206
営 業 利 益 1,669,364

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 49
仕 入 割 引 15,417
受 取 助 成 金 1,770
そ の 他 12,984 30,221

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32,488
支 払 手 数 料 12,550
そ の 他 2,662 47,702
経 常 利 益 1,651,883

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 449 449

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 1,652,333
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 675,645
法 人 税 等 調 整 額 △27,752 647,892
当 期 純 利 益 1,004,440

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2021年４月１日残高 153,576 53,576 6,782,750 6,836,326 25,000 4,132,627 4,157,627

当期変動額

自己株式の処分 △49,723 △49,723

剰余金の配当 △493,605 △493,605

当期純利益 1,004,440 1,004,440

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － △49,723 △49,723 － 510,835 510,835

2022年３月31日残高 153,576 53,576 6,733,026 6,786,603 25,000 4,643,463 4,668,463

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2021年４月１日残高 － 11,147,531 － － 44 11,147,575

当期変動額

自己株式の処分 136,166 86,443 86,443

剰余金の配当 △493,605 △493,605

当期純利益 1,004,440 1,004,440

自己株式の取得 △299,267 △299,267 △299,267
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △138 △138 △43 △181

当期変動額合計 △163,101 298,011 △138 △138 △43 297,829

2022年３月31日残高 △163,101 11,445,542 △138 △138 1 11,445,405

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年５月23日
信和株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 時 々 輪 彰 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥 谷 浩 之

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、信和株式会社の2021年４月１日から2022年３

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際
会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、信和株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基
準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合
には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際
会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年５月23日
信和株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 時 々 輪 彰 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥 谷 浩 之

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、信和株式会社の2021年４月１日から

2022年３月31日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

2022年05月24日 14時04分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 44 ―

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第８期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第339条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記
の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、電話回
線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討
事項については、有限責任 あずさ監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算
書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月23日
信和株式会社 監査等委員会

監査等委員 伊藤 佐英 ㊞
監査等委員 谷口 哲一 ㊞
監査等委員 阿知波知子 ㊞

（注）監査等委員伊藤佐英、谷口哲一及び阿知波知子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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県道18号線（大垣一宮線）
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大垣フォーラムホテル

岐阜羽島駅
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

開催場所 岐阜県大垣市万石二丁目31番地
大垣フォーラムホテル ２階 旭の間
電話 0584（81）4171

開催日時 2022年６月24日（金曜日）午前10時

・当日は、ＪＲ東海道本線「大垣駅」南口より午前9時２０分、９時３０分に出発予定の送迎バスを
用意しておりますので、ご利用ください。

・お車でお越しの方は、当会場（大垣フォーラムホテル）の駐車場をご利用ください。
ＪＲ東海道本線「大垣駅」より車で約10分
ＪＲ東海道新幹線「岐阜羽島駅」より車で約20分
名神高速道路「大垣I.C.」より車で約20分
名神高速道路「岐阜羽島I.C.」より車で約15分

【交通機関のご案内】
送迎バスをご利用の方

お車の方
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